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1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 42,737 △6.2 1,499 16.1 1,132 △3.5 930 25.3

28年3月期 45,549 4.0 1,291 26.4 1,173 3.0 743 6.6

（注）包括利益 29年3月期　　1,056百万円 （―％） 28年3月期　　△233百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 18.84 ― 5.8 2.1 3.5

28年3月期 15.04 ― 4.7 2.1 2.8

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 ―百万円 28年3月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 53,721 16,533 30.8 334.67

28年3月期 56,253 15,675 27.9 317.29

（参考） 自己資本 29年3月期 16,533百万円 28年3月期 15,675百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 5,789 △537 △674 11,479

28年3月期 3,645 △394 △368 7,012

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 0.00 ― 4.00 4.00 197 26.6 1.2

29年3月期 ― 0.00 ― 4.00 4.00 197 21.2 1.2

30年3月期(予想) ― 0.00 ― 6.00 6.00 24.7

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 23,000 3.5 800 35.6 700 25.9 400 △6.3 8.10

通期 48,500 13.5 2,000 33.3 1,800 59.0 1,200 28.9 24.29



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

（注）詳細は、添付資料Ｐ．16「４．連結財務諸表及び主な注記 （５）連結財務諸表に関する注記事項 （会計方針の変更）」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 51,926,194 株 28年3月期 51,926,194 株

② 期末自己株式数 29年3月期 2,525,499 株 28年3月期 2,522,893 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 49,401,721 株 28年3月期 49,404,656 株

（参考）個別業績の概要

平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 31,967 △9.6 94 9.1 535 △51.0 511 △45.9

28年3月期 35,365 3.6 86 △13.7 1,092 15.2 945 48.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年3月期 10.36 ―

28年3月期 19.15 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 47,328 16,717 35.3 338.40

28年3月期 50,180 16,396 32.7 331.89

（参考） 自己資本 29年3月期 16,717百万円 28年3月期 16,396百万円

※決算短信は監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その

達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．経営成績等の概況 （４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況 

①当連結会計年度の事業環境について 

当連結会計年度における当社グループの事業環境は、ＦＰＤ（Flat Panel Display）業界については、テレ

ビとスマートフォンが牽引役となり、大型パネル向け投資は中国を中心に活発な設備投資が進み、中小型パネ

ル向け投資はＯＬＥＤ（有機ＥＬ）向けの設備投資が増加しました。半導体業界については、スマートフォン

の高機能化、データセンター向けサーバの需要増などを背景に先端分野への投資が増加しました。 

 

②当連結会計年度の業績について 

このような環境の中、当連結会計年度の業績は以下のとおりとなりました。 

受注は、上半期の顧客設備投資計画の変更や円高の影響などにより通期で減少となりましたが、下半期は回

復し、42,651百万円（前年同期比5.4％減）となりました。 

売上は、上半期の受注減の影響が残り、通期で減少となり、42,737百万円（前年同期比6.2％減）となりまし

た。 

営業利益は、事業構造改革が着実に進展し収益性の高い製品系列へのシフトが進んでいることに加え、サー

ビス事業の拡大等による国内・海外グループ会社の収益が改善したことなどにより前年に比べ増加となり、

1,499百万円（前年同期比16.1％増）となりました。 

経常利益は、下半期の急激な円安の影響で為替予約に係るデリバティブ評価損の計上により前年に比べわず

かに減少となり、1,132百万円（前年同期比3.5％減）となりました。 

親会社株主に帰属する当期純利益は、税負担の減少などにより前年に比べ増加となり、930百万円（前年同期

比25.3％増）となりました。 

 

③セグメントの業績について 

主な事業セグメントの業績は次のとおりです。 

（ファインメカトロニクス部門） 

ＦＰＤ前工程は、大型パネル向け装置の受注は堅調でしたが、中小型パネル向け装置の上半期の受注が減

少したことから、通期での受注は減少しました。売上は、受注減にともない減少しました。 

半導体前工程は、先端分野向け装置を中心に受注、売上ともに増加しました。 

部門全体では上半期の受注減少の影響により受注、売上ともに減少しました。 

この結果、当セグメントの売上高は26,355百万円（前年同期比0.7％減）、セグメント利益は、収益性の高

い製品系列へのシフトが進んだことにより、344百万円（前年同期はセグメント損失220百万円）となりまし

た。 

 

（メカトロニクスシステム部門） 

ＦＰＤ後工程は、上半期の受注は減少したものの、下半期から大型および中小型パネル向け装置の受注が

増加し、通期での受注は増加しました。売上は、上半期の受注減少の影響により減少しました。 

半導体後工程は、上半期は受注が減少し、下半期はスマートフォンカメラ用などで回復しましたが、通期

での受注は減少しました。売上は、上半期の受注減少の影響により減少しました。 

真空応用装置は、ＩｏＴ関連、車載関連装置の需要増を受けて受注、売上ともに増加しました。 

部門全体では上半期の受注減少の影響により受注、売上ともに減少しました。 

この結果、当セグメントの売上高は12,265百万円（前年同期比20.0％減）、セグメント利益は862百万円

（前年同期比39.4％減）となりました。 
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（２）当期の財政状態の概況 

資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ2,531百万円減少し53,721百万円となりました。これは

主に、現金及び預金が4,466百万円増加し、一方で売掛金が5,498百万円、未収入金が398百万円、棚卸資産が365

百万円、固定資産が325百万円減少したことによるものです。 

負債は、前連結会計年度末に比べ3,389百万円減少し37,188百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が2,358百万円、前受金が673百万円、短期借入金が440百万円減少したことによるものです。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ858百万円増加し16,533百万円となりました。これは主に、親会社株主に帰

属する当期純利益930百万円の計上により利益剰余金が増加したことによるものです。 

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ

4,466百万円増加し11,479百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は5,789百万円（前年同期は3,645百万円の増加）となりました。これは主に、

税金等調整前当期純利益の計上及び売上債権の減少等により資金が増加したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は537百万円（前年同期は394百万円の減少）となりました。これは主に、固定

資産の取得等により資金が減少したことによるものです。 

なお、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合わせたフリー・キャ

ッシュフローは、5,251百万円の増加（前年同期は3,250百万円の増加）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は674百万円（前年同期は368百万円の減少）となりました。これは主に、借入

金の返済及び配当金の支払いにより資金が減少したことによるものです。 

 

（４）今後の見通し 

今後の見通しについては、海外情勢の為替レートに及ぼす影響が懸念されるものの、ＦＰＤ業界や半導体業界

における新規の設備投資は堅調に推移するものと予測されます。 

ＦＰＤ業界は、テレビとスマートフォンが引き続き牽引役となり、大型パネルについてはテレビの高精細化・

大型化の進行に伴う中国を中心とした活発な設備投資が予測され、中小型パネルについてはＯＬＥＤ対応の設備

投資増加が予測されます。 

半導体業界は、先端分野への設備投資は堅調に推移するものと予測されます。 

また、真空応用装置は、車載市場やＩｏＴ市場における用途拡大が期待されます。 

以上により、平成30年３月期の業績見通しとしては、売上高48,500百万円、営業利益2,000百万円、経常利益

1,800百万円、親会社株主に帰属する当期純利益1,200百万円を予想しております。 
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

自己資本比率（％） 30.9 31.6 29.3 27.9 30.8

時価ベースの自己資本比率

（％）
19.3 24.4 26.6 19.9 26.7

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
－ 3.4 － 3.3 2.0

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
－ 21.9 － 25.2 43.3

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により計算しております。 

（注３）キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用し

ております。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題として位置づけており、業績に裏付けられた配当

を維持していくことを基本方針としています。 

その実施につきましては、業績および財務状況等を総合的に勘案し、連結配当性向25％程度を目標としていま

す。 

当期の配当は、当初の公表のとおり期末配当４円00銭を予定しています。 

次期の配当につきましては、上記の基本方針および配当性向を踏まえて、期末配当６円00銭を計画していま

す。 

（６）事業等のリスク 

最近の有価証券報告書（平成28年６月23日提出）における「事業等のリスク」から新たなリスクが顕在化して

いないので、開示を省略します。 

＊（注意事項） 

本決算短信で記載されている事項には、当社の将来についての計画、戦略や業績に関する見通しの記述が含ま

れております。これらの記述は、現時点で把握可能な情報をもとに判断し作成したものです。当社グループの主

要顧客であるＦＰＤ、半導体業界は、変化の激しい業界です。 

また、世界経済、ＦＰＤ及び半導体の市況、為替レートの変動、設備投資の動向など当社グループの業績に直

接的・間接的に影響を与える様々な外部要因があります。 

従いまして、実際の売上高及び利益は、この決算短信に記載されている予想数値とは異なる可能性があること

をご承知おきください。 
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社、当社の子会社９社で構成され、グループが営んでいる主な事業は、ＦＰＤ製造装置、半

導体製造装置、真空応用装置、レーザ応用装置、自動券売機等の製造および販売であり、さらに保守サービスなら

びに工場建物等の維持管理等の事業活動を展開しております。 

なお、その他の関係会社である（株）東芝とは、製造装置等の販売取引及び建物等の賃貸を行っております。 

［事業系統図］ 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

なお、最近の有価証券報告書（平成28年６月23日提出）における「関係会社の状況」から重要な変更がないため

「関係会社の状況」の開示を省略しております。 
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 7,026 11,493 

受取手形及び売掛金 29,492 23,834 

電子記録債権 673 623 

商品及び製品 1,363 897 

仕掛品 2,404 2,477 

原材料及び貯蔵品 184 212 

繰延税金資産 573 536 

未収入金 1,324 926 

その他 778 601 

貸倒引当金 △23 △10 

流動資産合計 43,797 41,591 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 28,353 28,505 

減価償却累計額 △19,191 △19,543 

建物及び構築物（純額） 9,161 8,962 

機械装置及び運搬具 4,318 4,385 

減価償却累計額 △2,852 △3,538 

機械装置及び運搬具（純額） 1,466 847 

工具、器具及び備品 655 765 

減価償却累計額 △527 △583 

工具、器具及び備品（純額） 128 181 

土地 119 119 

リース資産 356 354 

減価償却累計額 △274 △298 

リース資産（純額） 82 55 

建設仮勘定 334 624 

有形固定資産合計 11,292 10,790 

無形固定資産    

特許権 344 325 

その他 158 275 

無形固定資産合計 502 600 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※１ 113 ※１ 121 

長期前払費用 6 5 

繰延税金資産 155 247 

その他 386 366 

貸倒引当金 △1 △1 

投資その他の資産合計 660 739 

固定資産合計 12,455 12,129 

資産合計 56,253 53,721 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 12,330 9,972 

短期借入金 5,540 5,100 

1年内返済予定の長期借入金 － 800 

リース債務 36 37 

未払法人税等 243 304 

未払費用 3,252 2,908 

前受金 1,278 604 

役員賞与引当金 28 32 

その他 563 853 

流動負債合計 23,273 20,615 

固定負債    

長期借入金 6,500 5,700 

リース債務 55 24 

長期未払金 4 2 

退職給付に係る負債 7,291 7,403 

役員退職慰労引当金 7 9 

修繕引当金 333 319 

資産除去債務 34 35 

長期預り保証金 3,076 3,078 

固定負債合計 17,304 16,573 

負債合計 40,578 37,188 

純資産の部    

株主資本    

資本金 6,761 6,761 

資本剰余金 9,107 9,107 

利益剰余金 2,981 3,715 

自己株式 △1,722 △1,723 

株主資本合計 17,128 17,861 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 21 28 

為替換算調整勘定 342 286 

退職給付に係る調整累計額 △1,817 △1,643 

その他の包括利益累計額合計 △1,453 △1,328 

純資産合計 15,675 16,533 

負債純資産合計 56,253 53,721 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 45,549 42,737 

売上原価 ※２,※３ 35,292 ※２,※３ 32,240 

売上総利益 10,257 10,496 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 8,965 ※１,※２ 8,996 

営業利益 1,291 1,499 

営業外収益    

受取利息及び配当金 12 6 

為替差益 － 55 

デリバティブ評価益 217 － 

その他 67 42 

営業外収益合計 298 104 

営業外費用    

支払利息 144 133 

為替差損 155 － 

デリバティブ評価損 － 269 

その他 116 68 

営業外費用合計 416 472 

経常利益 1,173 1,132 

税金等調整前当期純利益 1,173 1,132 

法人税、住民税及び事業税 290 256 

法人税等調整額 139 △55 

法人税等合計 429 201 

当期純利益 743 930 

親会社株主に帰属する当期純利益 743 930 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益 743 930 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △10 6 

為替換算調整勘定 △58 △55 

退職給付に係る調整額 △907 174 

その他の包括利益合計 ※１ △976 ※１ 125 

包括利益 △233 1,056 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △233 1,056 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 6,761 9,107 2,386 △1,721 16,534 

当期変動額           

剰余金の配当     △148   △148 

親会社株主に帰属する当期
純利益     743   743 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）         － 

その他         － 

当期変動額合計 － － 594 △1 593 

当期末残高 6,761 9,107 2,981 △1,722 17,128 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

為替換算調整勘定 退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 32 401 △910 △476 16,057 

当期変動額           

剰余金の配当         △148 

親会社株主に帰属する当期
純利益         743 

自己株式の取得         △1 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△10 △58 △907 △976 △976 

その他         － 

当期変動額合計 △10 △58 △907 △976 △382 

当期末残高 21 342 △1,817 △1,453 15,675 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 6,761 9,107 2,981 △1,722 17,128 

当期変動額           

剰余金の配当     △197   △197 

親会社株主に帰属する当期
純利益     930   930 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）         － 

その他         － 

当期変動額合計 － － 733 △0 732 

当期末残高 6,761 9,107 3,715 △1,723 17,861 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 為替換算調整勘定 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 21 342 △1,817 △1,453 15,675 

当期変動額           

剰余金の配当         △197 

親会社株主に帰属する当期
純利益         930 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 6 △55 174 125 125 

その他         － 

当期変動額合計 6 △55 174 125 858 

当期末残高 28 286 △1,643 △1,328 16,533 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,173 1,132 

減価償却費 1,411 1,566 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 △12 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 249 286 

受取利息及び受取配当金 △12 △6 

支払利息 144 133 

投資有価証券売却損益（△は益） △0 － 

有形固定資産売却損益（△は益） △0 － 

為替差損益（△は益） 3 41 

前受金の増減額（△は減少） 754 △645 

売上債権の増減額（△は増加） 687 5,660 

たな卸資産の増減額（△は増加） △234 △237 

仕入債務の増減額（△は減少） 309 △2,347 

未払消費税等の増減額（△は減少） △91 7 

その他 △399 561 

小計 3,981 6,141 

利息及び配当金の受取額 12 5 

利息の支払額 △144 △133 

法人税等の支払額 △203 △224 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,645 5,789 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △0 △0 

定期預金の払戻による収入 2 0 

投資有価証券の売却による収入 1 － 

有形固定資産の取得による支出 △303 △292 

有形固定資産の売却による収入 60 1 

その他 △156 △247 

投資活動によるキャッシュ・フロー △394 △537 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △180 △440 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △39 △36 

長期借入れによる収入 700 － 

長期借入金の返済による支出 △700 － 

自己株式の取得による支出 △1 △0 

配当金の支払額 △148 △197 

財務活動によるキャッシュ・フロー △368 △674 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △65 △109 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,816 4,466 

現金及び現金同等物の期首残高 4,195 7,012 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 7,012 ※１ 11,479 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 8社

連結子会社の名称

芝浦エレテック㈱、芝浦自販機㈱、芝浦プレシジョン㈱、芝浦エンジニアリング㈱、芝浦ハイテック㈱、

台湾芝浦先進科技(股)、韓国芝浦メカトロニクス㈱、芝浦機電(上海)有限公司

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

芝浦テクノロジー・インターナショナル・コーポレーション

(連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社合計の総資産、売上高、純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりませんので連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社(芝浦テクノロジー・インターナショナル・コーポレーション）は、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除いております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、台湾芝浦先進科技(股)、韓国芝浦メカトロニクス㈱、芝浦機電(上海)有限公司の決算日は、

12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行っております。

なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ たな卸資産

製品、商品及び原材料

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

半製品及び仕掛品

主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。

ただし、第86期取得の研究開発棟等及び平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

また、在外連結子会社については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物    ３～60年

機械装置及び運搬具  ２～17年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

ただし、自社利用分のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

おります。

ハ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

ハ 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見込額を計上して

おります。

ニ 役員退職慰労引当金

国内連結子会社は、役員の退職慰労金支給に充てるため、内規による必要額を計上しております。

ホ 修繕引当金

第86期取得の研究開発棟について、将来実施する修繕に係る支出に備えるため、支出見積額を支出が行われ

る年度に至るまでの期間に配分計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

イ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

売上高及び売上原価の計上基準

イ 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ その他の工事

工事完成基準
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(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は在外子会社等の期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

イ ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たしているので、特例処理を採用しております。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

ハ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

ニ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

イ 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

ロ 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この減価償却方法の変更による影響額は軽微であります。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当

連結会計年度から適用しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

投資有価証券（株式） 52百万円 52百万円

 

２ 保証債務

当社の従業員の住宅資金借入金に対する債務保証を行なっております。

債務保証

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

従業員（住宅資金借入債務） 9百万円 従業員（住宅資金借入債務） 7百万円

 

３ 当社は、資金調達の安定化及び効率化を図るため、取引銀行６行と特定融資枠契約（シンジケーション方式に

よるコミットメントライン）を締結しております。当該契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

特定融資枠契約の総額 5,460百万円 6,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 5,460 6,000
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（連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前連結会計年度 

（自 平成27年４月１日 
  至 平成28年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

荷造費発送費 82百万円 56百万円 

販売手数料 421 205 

広告宣伝費 3 14 

従業員給与及び手当 4,279 4,273 

役員賞与引当金繰入額 28 32 

貸倒引当金繰入額 8 △7 

退職給付費用 356 373 

役員退職慰労引当金繰入額 2 2 

減価償却費 898 1,100 

賃借料 105 68 

研究開発費 2,061 2,204 

 

※２ 販売費及び一般管理費並びに当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

 前連結会計年度 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

2,064百万円 2,210百万円 

 

※３ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれてお

ります。

 前連結会計年度 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

810百万円 1,003百万円 
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（連結包括利益計算書関係）

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 △10百万円 8百万円

組替調整額 △0 －

税効果調整前 △11 8

税効果額 1 △1

その他有価証券評価差額金 △10 6

為替換算調整勘定：    

当期発生額 △58 △55

組替調整額 － －

税効果調整前 △58 △55

税効果額 － －

為替換算調整勘定 △58 △55

退職給付に係る調整額：    

当期発生額 △1,096 △145

組替調整額 189 320

税効果調整前 △907 174

税効果額 － －

退職給付に係る調整額 △907 174

その他の包括利益合計 △976 125
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首 

株式数
（千株）

当連結会計年度 
増加株式数
（千株）

当連結会計年度 
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末 
株式数

（千株）

発行済株式        

普通株式 51,926 － － 51,926

合計 51,926 － － 51,926

自己株式        

普通株式（注） 2,519 3 － 2,522

合計 2,519 3 － 2,522

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(１)配当金支払額

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（百万円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月15日 

取締役会
普通株式 148 3.0 平成27年３月31日 平成27年６月２日

 

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月19日 

取締役会
普通株式 197 利益剰余金 4.0 平成28年３月31日 平成28年６月６日
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首 

株式数
（千株）

当連結会計年度 
増加株式数
（千株）

当連結会計年度 
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末 
株式数

（千株）

発行済株式        

普通株式 51,926 － － 51,926

合計 51,926 － － 51,926

自己株式        

普通株式（注） 2,522 2 － 2,525

合計 2,522 2 － 2,525

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(１)配当金支払額

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（百万円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月19日 

取締役会
普通株式 197 4.0 平成28年３月31日 平成28年６月６日

 

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日

平成29年５月19日 

取締役会
普通株式 197 利益剰余金 4.0 平成29年３月31日 平成29年６月６日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 7,026百万円 11,493百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △14  △14 

現金及び現金同等物 7,012  11,479 

 

２ 重要な非資金取引の内容

 ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
前連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債

務の額
8百万円 6百万円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社は、製品・サービス別の事業部制を採用し、各事業部は、取り扱う製品・サービスについて国内および海外

の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は、事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「ファインメカトロ

ニクス」、「メカトロニクスシステム」、「流通機器システム」および「不動産賃貸」の４つを報告セグメントと

しております。

「ファインメカトロニクス」は、ＦＰＤ製造装置のウェットプロセス装置、セル組立装置、半導体製造装置のウ

ェーハプロセス工程装置などを生産しております。「メカトロニクスシステム」は、ＦＰＤ製造装置のモジュール

工程装置、半導体製造装置の組立工程装置、光ディスク製造装置、真空応用装置、電池製造装置などを生産してお

ります。「流通機器システム」は、自動販売機、自動券売機等を生産しております。「不動産賃貸」は、他社にオ

フィスビルを賃貸しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は、第三者間取引価格に基づいています。

 ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日） 

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
 

ファインメカ
トロニクス 

メカトロニク
スシステム 

流通機器 
システム 

不動産賃貸 

売上高          

外部顧客への売上高 26,536 15,335 1,645 2,032 45,549 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
23 136 0 － 160 

計 26,559 15,472 1,645 2,032 45,709 

セグメント利益又はセグメント損失

（△） 
△220 1,423 △55 503 1,651 

セグメント資産 32,118 11,013 1,301 6,447 50,880 

その他の項目          

減価償却費 602 409 38 360 1,411 

受取利息 10 0 0 － 10 

支払利息 6 9 9 － 24 

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額 
1,164 245 32 92 1,536 
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当連結会計年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日） 

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
 

ファインメカ
トロニクス 

メカトロニク
スシステム 

流通機器 
システム 

不動産賃貸 

売上高          

外部顧客への売上高 26,355 12,265 2,043 2,072 42,737 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
48 152 0 － 200 

計 26,403 12,418 2,044 2,072 42,938 

セグメント利益 344 862 83 596 1,887 

セグメント資産 25,850 10,571 1,585 6,370 44,378 

その他の項目          

減価償却費 956 295 37 276 1,566 

受取利息 4 0 0 － 4 

支払利息 5 5 6 － 17 

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額 
777 249 22 172 1,222 

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

 （単位：百万円）

利益  前連結会計年度  当連結会計年度

報告セグメント計 1,651 1,887

全社費用（注） △423 △442

その他 △55 △312

連結財務諸表の経常利益 1,173 1,132

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない当社の研究開発費のうち全社共通に係る要素開発費用でありま

す。

（単位：百万円）

資産  前連結会計年度  当連結会計年度

報告セグメント計 50,880 44,378

配分していない全社資産（注） 5,372 9,342

連結財務諸表の資産合計 56,253 53,721

（注）全社資産は、報告セグメントに帰属しない当社での現金及び預金、投資有価証券および繰延税金資産等であ

ります。

（単位：百万円）

 
その他の項目

 

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結   
会計年度

当連結   
会計年度

前連結   
会計年度

当連結   
会計年度

前連結   
会計年度

当連結   
会計年度

減価償却費 1,411 1,566 － － 1,411 1,566

受取利息 10 4 0 0 11 4

支払利息 24 17 119 116 144 133

有形固定資産及び無形 
固定資産の増加額

1,536 1,222 － － 1,536 1,222
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【関連情報】

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

  セグメント情報に同様の記載を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

 日本 北東アジア その他 合計

20,200 24,091 1,256 45,549

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

 日本  北東アジア  合計

11,281 11 11,292

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称  売上高 関連するセグメント名

（株）東芝 4,628
ファインメカトロニクスおよび

メカトロニクスシステム

 

当連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

  セグメント情報に同様の記載を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

 日本 北東アジア その他 合計

17,827 23,594 1,315 42,737

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

 日本  北東アジア  合計

10,779 10 10,790

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。

 

- 25 -

芝浦メカトロニクス㈱（6590）平成29年3月期決算短信



【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成29年３月31日）

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成29年３月31日）

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成29年３月31日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり純資産額（円） 317.29 334.67

１株当たり当期純利益金額（円） 15.04 18.84

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

      ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額  

（百万円）
743 930

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額（百万円）
743 930

期中平均株式数（千株） 49,404 49,401

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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